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１． はじめに

FRP（ガラス繊維強化プラスチック）は，機械

的特性，耐熱性，耐候性，耐薬品性などの優れた特

性を持つことから，船舶，自動車，ポリバス，シス

テムキッチン，浄化槽など多くの分野で使用されて

いる．その一方で，耐用年数を過ぎた使用済み

FRP 製品と FRP の成形時に発生する FRP 端材

（製造ロス）を併せた廃 FRP の発生量は，年々増

加の一途にある．FRP 製品に多く用いられている

不飽和ポリエステル樹脂は熱硬化性樹脂であり，熱

可塑性樹脂のように加熱による溶融ができないため，

リサイクルが困難であり，廃 FRP のほとんどは単

純焼却や埋立処分されている．しかし埋立処分場の

逼迫やそうした廃棄物による地球環境汚染が問題と

なっていることから，その処理および再資源化の技

術確立が求められている．

本研究では，廃 FRP を分解（解重合）し，再重

合により再生不飽和ポリエステル樹脂とする再原料

化技術と廃 FRP を利用したコンクリート製品の開

発を行っている．ここでは，廃 FRP の樹脂分であ

る不飽和ポリエステル樹脂の分解性と廃 FRP 粉末

を用いたコンクリートの力学的特性に及ぼす置換率

・混和剤の影響および凍結融解試験による耐久性評

価の結果について報告する．

２． 不飽和ポリエステル樹脂の分解

２．１ 実験方法

反応容器内に不飽和ポリエステル樹脂の硬化物を

粉砕したものと 10 倍量の溶媒と 0.1 倍量の触媒を

入れ，容器内を窒素ガスで置換した後，処理温度

250 ℃，処理時間 5hr で分解実験を行った．次に，

反応物をろ過により溶媒可溶分と不溶分とに分離し，

更に，不溶分をテトラヒドロフラン（THF）可溶

分と不溶分に分離し，不溶分を THF 残渣とした．

分解率は以下の式より算出した．

分解率（%）＝ × 100

２．２ 結果及び考察

溶媒にエチルアルコールを，また触媒にアルカリ

金属の炭酸塩を用いた時の分解特性を表 1 に示す．

その結果，アルカリ金属の原子番号が大きいほど分

解性がよく，原子番号 55 のセシウムにおいて分解

率 97.5%となった．なお，セシウムは高価であり，

コストの面からカリウム塩を基本触媒とした．

表 1 アルカリ金属炭酸塩による分解特性

触媒 原子番号 分解率(%)

炭酸ナトリウム 11 53.5

炭酸カリウム 19 91.0

炭酸セシウム 55 97.5

また，溶媒をエチルアルコール，触媒をカリウム

の炭酸塩，リン酸塩，水酸化物の塩基性触媒とした

時の分解特性を表 2 に示す．その結果，炭酸塩が

最も高い分解性を示した．

表 2 塩基性触媒による分解特性

触媒 分解率(%)

リン酸カリウム 59.8

水酸化カリウム 78.9

炭酸カリウム 91.0

樹脂量－THF残渣

樹脂量
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確認できた．したがって，コンクリート製品への廃

FRP 粉末の利用の可能性は高いと考えることがで

きる．しかしながら，置換率の上昇に伴う圧縮強度

の低下およびスランプ値の低下には考慮が必要であ

る．

4. まとめ

（1）アルカリ金属の炭酸塩を触媒とした時，原子

番号が大きいほど高い分解性を示した．また，塩基

性カリウム塩については，炭酸塩が最も高い分解性

を示した．一方，溶媒に水を加えることにより，水

の加水分解性が作用し一層の分解性を示した．今後

は，得られた分解物を用いて再重合することにより

再生不飽和ポリエステル樹脂を合成し、レジンコン

クリート製品等の試作を行う．

（2）コンクリートにおける細骨材の一部を廃 FRP

粉末で置換した結果，スランプ試験による流動性は

著しく低下することがわかった．また，圧縮強度は

廃 FRP 粉末の置換割合が増加するに従って低下し

たが，増粘剤を添加することによって，圧縮強度の

低下割合は改善することが確認できた．一方，凍結

融解試験は，置換率 30%の試料においても劣化が

認められず，製品化への可能性が高いことが確認で

きた．今後は，コンクリート歩道板等を試作し、性

能評価を行う．

（本研究は環境保全基金を財源としています）
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